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易体制」が崩れ，世界貿易・世界経済の新たな矛盾・危機が引き起こされることは必至であろう。   
WTO農業交渉では，先進国と途上国，農産物輸出国と輸入国の利害，さらに同じ先進国・途上国，  




いるのである。   
その意味で，今日の段階での「グローバル資本主義と農業」に関して理論的に総括する必要に迫  
られてきているように思われる。幸い，農業問題研究学会が，そのタイトルも『グローバル資本主   
2（2）  経済と経営 41巻1号  
義と農業一世界経済の現局面で農業問題研究の「現代性」と意義を問う－』という格好の素  















第4章「グローバリゼーション下の日本農業とその地域性－2000年以降の動向を中心に－ 」  
（田畑保）である。本稿は，「グローバル資本主義と農業」というテーマの限定から，これらの論稿  
のうち，第1～第3章をとりあげる。以下，著作の第1章は加瀬論文，第2章は横山論文，第3章  










大かつ意欲的な論文である。   
いささか難解な論理と文章（「旧講座派？」特有の論理と用語・表現）であるが，要約すると以下  
のようになろう。   
まず，「資本主義の世界的危機」（著者にはこのような表現はない）は，歴史的には，第一の画期と  
しての19世紀末大不況から第一次世界大戦に帰結する段階，第二の画期としての1930年代の長期不  
況と第二次世界大戦に帰結する段階，そして第三の画期としての今日のグローバル資本主義がある。   














をそれ自身のうちに「吸収」することで不胎内的管理を目指す「容器」の役割を果たす。   
次に，今日における世界の農産物貿易の動向から世界農業問題の本質規定を行うのであるが，貿  
易動向についての詳細は次章に譲り，ここでは結論的部分だけを紹介し，それが今日の経済グロー  
バリズムとどうかかわるのかをみる。   
この30年間，世界の農産物貿易は（特に貿易額において）飛躍的に拡大した。だが，21世紀にな  
ると，品目別金額ではそれまで圧倒的に多かった穀物に代わり肉類が首位を占め，乳製品や果実類  
















過剰消費が支える。   
こうしたグローバル資本主義における農業問題の「根本的問題牲」を克服する方向は，新たな「オ  
ルタナティブ路線」＝「再構築」の提示しかない。それは，国内的農工循環，農業を基幹とする「国   
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民経済復権」であり，それに相応しい農業形態（分散錯囲制に制約された兼業型零細経営の克服，  
飼料生産基盤を内包した田畑輪換方式に基づく「日本型農場制」）の確立にある。  










し，「黄の政策」のうちデミニミ ス（「最小限の政策」。産品特定的な国内助成でその総額が当該産品  
総額の5％を超えないもの，または産品非特定的な国内助成でその総額が当該国の生産総額の5％  
を超えないもの）は総合AMSから除くことができるとされた。   
しかし協定は，輸入（国）に対しては厳しい規定が設けられたものの，輸出国の輸出禁止・制限  
措置については明確に排除する規定にはなっておらず「輸出国本位」のものとなっている。ここに  
GURの性格が如実に表れ，この性格が以降のWTO農業交渉の障害となっている。   
さて，横山論文では，WTO成立（1995年）以降10数年（2007年まで）の農業交渉の経過が克明  
に記されている。その交渉経過・内容は紆余曲折，複雑多岐にわたり煩雑極まりないが，交渉内容  





たことなどの要因による。   
シアトル閣僚会議は，新ラウンド立ち上げに失敗したが，農業分野については農業協定で実施期  
間終了（2000年末）一年前の交渉開始が決められていたため，00年3月に交渉は再開された。これ  






の事項の確認に終わった。   
ドーハ閣僚宣言を受けて，2002年に農業を含む七分野についての貿易交渉委貞会が設置され，農  
業分野は農業委員会の中で実質的な交渉が開始された。   
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2002年後半以降になると，アメリカ，日本，EUがそれぞれ自国の立場に引きつけたモダニテイ  
（枠組み）案を提出した。さらに，農業委員会議長がそれまでの交渉をまとめた「概観ペーパー」，  








とアメリカとの対立もあり，閣僚会議は決裂した。   
2004年になると，2月貿易委員会，3月農業委員会特別委員会，5月EUの貿易・農業委員会等  

























すること，などである。   




である。上記3分野について途上国は異なる基準が設けられている。   
農業委員会「議長テキスト」をめぐっては，アメリカが「国内支持」について譲歩する姿勢をみ  
せなかったこと，G20が強く批判したことなどから合意には至らなかった。   
さて，横山論文は07年までの報告である。その後の経過を若干補足する。08年2月，「第三次モ  
ダニティ案」が出された。7月，閣僚会議に至るも対立は続き，交渉打ち切り寸前に，ラミー事務  













ある（「青の政策」から「緑の政策」へ）。   
しかし，その後，国際穀物価格が低迷して農家の所得が減少したため，98年から2001年にかけて  
計4回，総額273億ドルの追加支援が行われた。これについてアメリカはWTOに「黄の政策」と  










（2）EUの「農政改革」   
EUの農政は1960年代半ば以降，CAP（共通農業政策）を中心に行われてきた。それは，強力な  
国境措置＝「可変課徴金制度」によって域外農産物の域内流入を阻止するとともに，介入価格を設   










するので「青の政策」のままである。   
CAP改革の特徴は，途上国が「青の政策」の継続に難色を示していることを睨んで，域内農業の  
「国内支持」を維持するため，CAPを全体として「緑の政策」ヘシフトさせようとしたことである。  
（3）日本の「農政改革」   
日本農政は，ポストGURを脱み，1992年に「食料・農業・農村政策の方向」（以下，新政策）を  
まとめた。新政策は日本農政を新自由主義的な「規制緩和・市場原理導入」農政転換と「効率的か  





















く，自由貿易を唱えつつも，一方では可能な限り国内農業を保護しようとする…各国の思惑である。   





































協定，SPS協定，TRIPs協定，GATs協定など商品貿易以外の領域に踏み込んだのは，そういった   
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枠組みがアグリビジネスの戦略に必要だったからである。しかも，そこに示されたグローバル・ス  


































代の到来」が展望されるのである。   

















表1経済活動人口（農業）の動向（地域別）  （単位：100万人，％）  
総人口  
経済活動人口  経済活動人口（農業）  農業割合  
（a）  （b）  （b）／（a）  
①   ③   ①   ③   ◎  増減率  回   
71～73  01～03  71～73  01～03  71～73  01～03  （む→③   
③  
世界   3，843  6，225  1，734  3，037   960  1，333  38．8  55．4  43．9   
先進国   1，098  1，325   03   661   86   45  ▲47．4  17．1   6．8   
途上国   2，745  4，900  1，231  2，376   874  1，288  47．3  71．0  54．2   
北米   236   322   103   166   5   3  ▲28．3   4．9   1．8   
西欧   355   392   152   184   19   7  ▲61．0  12．5   3．8  
アジア（先進）   110   134   55   71   10   3  ▲74．3  18．2   4．2  
オセアニア   20   32   9   16   2   3  50．0  22．2  18．9   
アジア（途上）  2，088  3，568   972  1，799   712  1，040  46．0  73．3  57．8   
アフリカ   377   832   163   360   122   204  67．4  74．8  56．7   
中米   98   178   32   75   14   17  21．4  43．8  22．7   
南米   202   357   70   156   27   26  ▲3．7  38．6  16．7   
中国   876  1，302   457   780 353   511  44．8  77．2  65．5   








出典）加瀬論文27頁   
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表2 食料農作物の輸出動向（類別）  （単位：万t，百万ドル）  
②  ③  （D－（診  ②一③  
1971～73年  1981～83年  2001～03年  （％）  （％）  
輸出立  輸出額  輸出量  輸出額  輸出虫  輸出額  虫   額   虫   額   
穀  物  13，898  11，606  22，634  38，686  27，483  38，104   6．3 23．3   1．1  ▲0．1   
油粒種子  2，048  3，351  3，438  9，894  7，582  17，450  6．8  19．5  6．0  3．8   
肉  類  683  7，170  1，035  19，614  2，632  46，891   5．2 17．4   7．7  7．0   
乳製品  2，475  3，472  4，318  12，773  7，453  29，042   7．5  26．8  3．6  6．4   
野菜類  631  1，274   921  3，710  2，518  15，678  4．6  19．1   8．7 16．1   






























ⅠⅠ地域（日本とイスラエルだが数字上は日本を示している）は，穀物から果実類までの全ての純   
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表3 食料農産物の純輸出畳の推移（地域別）  （単位：1，000t）  
【Ⅰ】  【ⅠⅠ】   【ⅠⅠⅠ】  【ⅠⅤ】  
北アメリカ  西ヨー ロ 
アフリカ   
アジア  
ツパ   
中央アメ   南アメリカ  オセアニア   
（途上）   リカ  
74，133  ▲24，659  ▲17，177  ▲4，882  ▲21，020  ▲3，558  3，531  10，203  
穀  物   
③  89，445  5，818  ▲28，799  ▲43，953  ▲35，725  ▲21，897  6，846  15，528   
①  13，921  ▲11，213  ▲5，119  1，393   488   ▲65 1，016   196  
油糧種子                     ②  26，389  ▲17，170  ▲6，657   330 ▲2，124  ▲1，518  2，543   161  
③  33，355  ▲22，026  ▲8，242  ▲246  ▲25，720  ▲6，151  24，868   1，543   
（D  ▲934  ▲1，290  ▲449   116   92   31   872  1，459  
肉類計                       ▲439   376  ▲642  ▲337  ▲1，015  ▲148  1，114   1，664  
③  3，554  1，220  ▲2，706  ▲623  ▲1，884  ▲1，506  3，372  2，234   
671  3，913  ▲763  ▲1，563  ▲3，395  ▲1，539  ▲796  4，725  
乳製品計   
③   845  9，302  ▲1，707  ▲5，139  ▲13，376  ▲3，938   15  15，222   
▲751  ▲625   5   255   88   703   ▲14   
野菜類計   ▲59   94   28  1，048   39   80  
③  ▲2，863  ▲409  ▲748   484   900  3，319   217   468   
①  ▲1，761  ▲5，235  ▲314  1，785  1，287  3，613  1，760   204  
果実類計                       ▲2，259  ▲5，018  ▲309  1，667   560  3，702 2，415   157 











の品目の純輸入地域であるⅠⅠ地域とは対照的である。   
注意したいのはⅠⅠⅠグループの動向である。アフリカ，アジア・途上，中央アメリカの途上国グルー  
プとはいっても，表4のようにエ業化を基準に区分すると大きく分化しており，さらにいくつかの  
表4 途上国の輸出品と輸入食料品（類型別）  
類型別   主な輸出品   主な輸入食料品   対象国・地域   
南①：旧型   バナナ，コーヒーなどの  アジア，アフリカ，中南米   
非工業化  熱帯産晶   
南②：OPEC型   石油等の天然資源   穀物，畜産品   中近東諸国など   
南③：新型   工業製品   穀物，畜産品，食料品  アジアNIES，中国等   
工業化  
出典）加瀬論文20貢   

























るが，交渉の展開次第ではこのグループ内の矛盾をはらむ可能性もある。   
Ⅳグループはオセアニア，南アメリカであり，その代表はオーストラリアである。WTO農業交渉  
では，ケアンズグループを結成し，基本的にはアメリカと同調するが，同時に輸出補助金などをめ  









ルを求める途上国グループ   
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繰り返しになるが（a）のアメリカが「関税・国内支持の削減と輸出補助金の撤廃を求め」ている  








図1 WTO交渉の構図  
出典）農林水産省「WTO農業交渉をめぐる最近の動向」（2007年7月）   
3．「グローバル資本主義と農業」に関するいくつかの論点  
1）グローバル資本主義の歴史的位置と農業問題   
まず「グローバル資本主義と農業」に閲し解き明かさねばならぬ論点は，グローバル資本主義そ  






「金融危機と実体経済危機との関連如何」という大きな理論的課題も残されているようである1）。と   
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義もこの論理の上で組み立てて然るべきであろう。とはいえ，どのような論理を媒介にして？   
新自由主義経済学の台頭そして「冷戦体制の崩壊」以降，現代資本主義と「否定の否定」や「資  
本主義の死滅性」の論理と切り結んだ「大胆な議論」はあまり見あたらなくなった。その中で大月  
氏は「資本主義の危機は，歴史的，巨視的に理解すべきではないか…。資本主義は成立とともに恐   


































トの往来が増えたことと，ヒトの労働力としての移動との混同」は「初歩的なミス」なのである7）。   
マルクスのかの『経済学批判序言』のプランによれば，「プルジュア経済の体制」は「資本，土地  
所有，賃労働；国家，対外商業，世界市場という順序で考察する」8）。土地所有のあとに賃労働がく  
ることの意味は何か。労働力商品である「ヒト」＝賃労働は，歴史的にも理論的にも土地所有を媒介   
















いた。経済グローバリズムとは，まずもって金融グローバリズムのことである。   
以上のように，「ヒト， モノ，カネ，が国境を越えて地球的規模で運動する」とはいっても，それ  
ぞれの経済的内容は異なり，さらに同じ「モノの国境を越えた移動」とはいっても工業製品と農産  
物とでは異なる。したがって経済グローバリズムは「ヒト，モノ，カネの移動」との表現は，あま  
りに単純化された誤解を与える表現である。   
ヒト，モノ・農業生産物，モノ・工業生産物，カネのグローバル化は，それぞれ質的な違いがあ  







2）WTO農業交渉とせ界農業問題   






複雑・精緻になればなるほど交渉は困難になってきたように思われる。   
交渉が難航した要因はいくつかあるが，ここでは二つの大きな要因を挙げておこう。   



















ている。   
本稿第2章でみたように，途上国の「農業人口」が増加し今も世界の過半数近くが農業（生業）  
をいとなんでいる。「農業人口割合」のわずかな輸出先進国が穀物を補助金つきで輸出し，穀物を自  








国内農業保護の縮小・廃止と途上国への特別ルール・配慮という要求でまとまってはいるが， 交渉  
の展開次第ではこのグループ内の矛盾をはらむ可能性もある。   
第二の，WTO農業交渉を主導してきたのが農産物輸出先進国のアメリカ・EUということについ  
てである。   
GURの性格は「輸出国本位」（横山論文），先進輸出国優位の「不公平な貿易体制でしかない」（久  
野論文）のであり，そのことがWTO農業交渉を混乱させた最大の要因である。第二次大戦後の農  
産物貿易の特徴は，先進国が農業輸出国，途上国が農産物国という図式になったという点で，それ   
「グローバル資本主義と農業」に関するいくつかの論点  19（19）  
以前の歴史とは異にする。とくに，1980年代にEUが農産物輸出国に変ってからは，GUR・WTO  
















ぐましい努力」を重ねてきたのである。   
まことWTO農業交渉をめぐる全体状況から見えてくるものは「自由貿易を唱えつつも，一方で  
は可能な限り国内農業を保護しようとする…各国の思惑」（横山論文）なのである。   
そもそも先進国にとってのWTO交渉は，工業貿易推進化のためのグローバル化推進要求と自国  















たな役割が厳然として存在することを確認することができよう」9）と述べている。今日の資本主義に   
























とを強調した。   
資本のグローバル化に対応した国家，国家間，国家機関という国際的な総合的な政治過程の分析  
が求められるのである。   









本稿の課題は，農業問題研究学会の著作を素材に「グローバル資本主義と農業」に関するいくつ   







正確に紹介できたかは自信がない。   
本稿は問題点の整理に終わったに過ぎず，何も解いていないとの誹りを受けそうである。もとよ  
り「グローバル資本主義と農業」の本質把握に迫るのは，本格的・多面的分析が必要であり，残さ  
れた課題は後日果たしたい。   
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